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前書き 

外国人（日本国籍を有しない者）の我が国への入国者数は、平成 22年に約 944 万人

と、過去最高の人数となった。平成 23年は、東日本大震災の影響に加え、過去最高水

準の円高となったことなども要因として、約 714万人と、前年比で約 231万人の大幅な

減少となったが、翌 24年は前年比約 204万人増の約 917万人（速報値）となっている。 

一方、我が国に在留する外国人（外国人登録者数）は、平成 17年末に約 201 万人と

初めて 200万人を超え、20年末までは年々増加していたものの、同年末の約 222万人

をピークに、それ以降３年連続で微減傾向が続いており、23年末現在においては約 208

万人となっている。 

このように、近年こそ外国人登録者数は減少傾向にあるが、今後、経済社会の一層の

国際化等に伴い、国際的な人の移動がより活発化することが予想されており、我が国と

近隣諸国間の経済水準の格差を背景に、これらの国々から我が国への労働力の送出圧力

が強まることが見込まれている。 

こうした状況を踏まえ、出入国の公正な管理を図るため、法務大臣は外国人の入国及

び在留の管理に関する施策の基本となるべき「出入国管理基本計画」を平成４年から策

定している。直近の「第４次出入国管理基本計画」（平成 20年３月 30日法務大臣決定）

においては、「本格的な人口減少時代が到来する中、我が国の社会が活力を維持しつつ、

持続的に発展するとともに、アジア地域の活力を取り込んでいくとの観点から、積極的

な外国人の受入れ施策を推進していく」こと、また、外国人の受入れの在り方に関して

は、「我が国の産業、治安、労働市場への影響等国民生活全体に関する問題として、国

民的コンセンサスを踏まえつつ、我が国のあるべき将来像と併せ、幅広く検討・議論し

ていく必要がある」とされている。 

なお、我が国の雇用政策における「外国人の受入れ」については、雇用対策法（昭和

41 年法律第 132号）第４条第 10項の規定において、高度の専門的な知識又は技術を有

する外国人（いわゆる高度人材）の我が国における就業を促進することとされている。

一方、いわゆる単純労働者の受入れの可否については、今日まで、国会等の場で何度も

議論されてきているものの、単純労働者を受け入れないとする方針は現在も維持されて

いる。しかし、資格外活動における留学生、技能実習生の中には高度な専門性・知識・

技術を要しない単純労働に従事している者もいるとされている。 

こうした中、外国人の就労環境や入国・在留に関する改善策や新たな制度が導入され

てきている。 

 
 



外国人研修・技能実習制度については、平成 22年７月の「出入国管理及び難民認定

法及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する

特例法の一部を改正する等の法律」（平成 21年法律第 79号）の施行に伴い、新たな技

能実習制度が導入され、実務研修中の外国人実習生の法的保護が強化された。その際、技

能実習が適切に行われているかどうかを監査する仕組みが導入されているものの、その

実効性については疑問があり、地方入国管理局により不正行為認定された機関数は約

180 機関あまり（平成 23年）に上っている。 

外国人の受入れとして新たな制度も導入されている。二国間経済連携協定（ＥＰＡ）

に基づき、平成 20年度からはインドネシアから、翌 21年度からはフィリピンから、看

護師・介護福祉士候補者の受入れが開始されている。この受入れ枠組みは、外国人の就

労が認められていない分野で、候補者本人が国家資格の取得を目指すことを要件の一つ

として、一定の要件を満たす病院や介護施設での就労を特例的に認めるものであり、一

人でも多くの意欲と能力のある外国人候補者が看護師や介護福祉士の国家試験に合格

し、その後、本人と受入れ施設の合意の下、継続して日本に滞在することが期待されて

いるが、外国人候補者の国家試験の合格率は、受験者全体の合格率を下回るものとなっ

ている。 

留学生については、平成 20年７月に文部科学省ほか関係省（外務省、法務省、厚生

労働省、経済産業省、国土交通省）により策定された「『留学生 30万人計画』骨子」に

基づき、平成 32年を目途に留学生の受入れを 30万にすることを目指している。また、

法務省においても、適正かつ円滑な入国・在留審査（審査に係る提出書類の大幅な簡素

化）、出入国管理及び難民認定法（昭和 26年政令第 319号）の改正による在留資格「留

学」の在留期間の延長、留学生の就職活動に係る在留手続上の支援などが行われている。

さらに、平成 22年７月には、留学生の安定的な在留を図るため、それまで在留期間・

資格外活動の範囲等が異なっていた「留学」と「就学」の二つの在留資格が「留学」に

一本化されている。しかし、一部の教育機関において大量の除籍処分事案が発生したケ

ースや、除籍・退学者の中には在留期間内に出国せず不法残留者となるケースもみられ

る。 

この行政評価・監視は、以上のような状況を踏まえ、外国人の受入れ対策について、

技能実習生、ＥＰＡに基づく外国人看護師・介護福祉士候補者及び留学生という３つの

異なる対象に関し、適切な受入れの実施を推進する観点から、それぞれの受入れ状況、

円滑・適切な受入れの推進に関する施策・事業の実施状況等を調査し、関係行政の改善

に資するために実施したものである。 
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